



















































































































































































































（ ７）チャイナ＋ １、タイ＋ １
　チャイナ＋１は中国企業まで ASEAN 投資が増加する
など既に定着した動き。タイ＋１は労働集約的で価格競争
が厳しい２次、３次下請けから生産拠点の CLMVへの移
転が始まりつつある。また最近は TPP 交渉妥結をにら
み、ベトナムで生産して米国に輸出すれば関税の面で大幅
に有利になるため中国から繊維産業がベトナム等に移動し
ている。
（ ８）ベトナム政府の政策
【工業化戦略】自動車・自動車部品、電子・電子部品、環
境・省エネ、農業機械、農林水産加工、造船の６分野の工
業化戦略を日本の産学官が協力して行動計画を策定中。
【日越共同イニシアティブ】全国共通の大きな課題につい
ては、「日越共同イニシアティブ」の行動計画が106件もあ
る。この枠組みの下で、協議と改善を繰り返すうちに、事
業環境は少しずつ改善されてきたが、改革のスピードが余
りに遅い。役人が経済のメカニズムや企業の事業活動の現
場を知らないことや組織の体を成しておらずパフォーマン
スが極めて悪いことなど原因。（組織は企業もひどい。）
【法人税】が改正され、現在の25％が2014年から22％、
2016年から20％。
【投資優遇インセンティブ】WTO加盟の影響で大幅に減
退。この点では新興国 CLMとは大幅な差。全体から特定
27ベトナム経済の現状と 日系企業の投資状況
分野（ハイテク、裾野産業、経済社会的に厳しい地域に限
定）
（ ９）ベトナムにおける日本のプレゼンス
　日本政府の破格のODAの金額、最近の桁違いの日系企
業の投資が、ベトナムでの日本のプレゼンスを絶対的なも
のにしている。日越共同イニシアティブの枠組みや工業化
戦略策定に日本の産学官が全面協力するなど日本は特別扱
い。ただし、事業環境の改善の遅れにより日系企業がライ
センス手続きなど様々な点で苦労しているのも事実。
３ ．新たなフロンティア
（ １）新たなフロンティア＝拡大を続ける二時間圏
　ハノイ、ホーチミンといった都心部から郊外に延びる道
路の整備に伴い投資環境に変化が出てきた。タイグエン省
のイエンビン工業団地は高速道路が13年末に開通すれば２
時間以上が40分に短縮。南部でも高速道路の整備や水路・
河川への架橋整備により距離感が変化。ビンフォック省は
既に２時間圏内。メコンデルタのベンチェー省はホーチミ
ンから３時間以上が１時間半（７区からは70分）に、チャ
ビン省も16年末までの架橋工事で４時間が２時間に短縮。
そして、これらの省の人民委員会が日本企業に絞って熱心
に企業誘致しているため、投資対象の二時間圏が急速に拡
大している。
（ ２）ベトナムの強さの発揮
○進化する工業団地：タンロンⅡ（フンイェン省）、ロン
デュク（ドンナイ省）、キズナ（ロンアン省）など日系
企業をターゲットとした工業団地開発（拡張）が盛ん。
裾野分野で増加中の中小企業が初期投資コストを低く抑
えるためのレンタル工場が特に南部で急激に増加してい
る。また、中小企業向け、日系企業向け、裾野産業向け
の工業団地や、日本の自治体と提携した専用工業団地が
増加中。さらに、ロンデュク工業団地（ドンナイ省）に
はレンタルより小さな100㎡クラスのインキュベーショ
ン工業団地、タントゥワン（HCMC）には、１部門と
して入居するマネジメント付レンタル工場が登場。
○新たなフロンティアの「安いベトナム」：２時間圏の拡
大により距離感が近くなった地域は、土地使用料が20数
ドル台と安価で、法定最低賃金がホーチミンより３割安
（CLM並み）である場合もあり、今後こうした「まだま
だ安い」地域への進出の増加が期待される。「消去法で
ベトナム」でも、諸条件は CLMV新興国やVIP 以上に
投資条件が「安全・安心」で「生産性が高い」、「市場成
長期待が高い」のに「まだまだ安い」とあれば、ますま
す投資候補国として日系企業を惹きつけるであろう。
（ ３）真剣勝負のASEAN市場統合とその先
　しかし、2015年アセアン市場統合を前に産業競争力が向
上しないと完成品が流れ込む。特に自動車普及に抑制的
だった政府が、2018年に今の60％の域内関税がゼロになっ
た時に国内自動車企業が一部でも残れるような政策転換を
迅速にできるか？
　また、ASEAN 市場統合、TPP など経済連携で外資企
業の戦略にも変化が出る。今後ともベトナムへの外国直接
投資が続くのか？　安定的マクロ政策、未熟な金融システ
ムの国際化、投資環境の改善のスピード、実効的な産業政
策の実現による市場創出、ベトナム企業による裾野産業の
育成が鍵であろう。
　中国や ASEAN 諸国の労働賃金の高騰やリスクの顕在
化の裏で、投資国としてのベトナムの魅力が相対的に高
まってきている。そうした中で、今後も労働集約型企業を
呼び込みつつ、将来に向けてハイテクや高付加価値型の企
業を呼び込み定着させられるのか？　外資導入によりベト
ナム企業の近代化を促進し、ベトナム産業の発展が実現で
きるのか？　これから期待感とともに、今がまさにベトナ
ムの将来を決定づける岐路にある。
